
 

公共下水道事業特別会計［上下水道部 下水道課 所管］ 

１．概 要  

坂東市公共下水道事業は、単独公共下水道の岩井処理区と利根左岸さしま流域関連公共下水道

の猿島処理区の事業を進めてきた。平成 28 年度末現在、汚水については認可区域面積 1063.20ｈ

ａのうち処理面積 777.75ｈa、処理人口 19,879 人、管渠延長約 186.53kｍの供用をしており、下

水道普及率は 35.81％、水洗化率 71.98％となっている。雨水については管渠延長約 9.47ｋｍの

供用をしている。 

（単位：千円、％）

構成比 構成比
1. 分担金及び負担金 負 担 金 31,929 2.1 31,469 1.4 460 1.5
2. 使用料及び手数料 352,699 23.1 348,098 15.7 4,601 1.3

使 用 料 352,419 23.1 347,748 15.7 4,671 1.3
手 数 料 280 0.0 350 0.0 △ 70 △ 20.0

3. 国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 189,718 12.4 489,144 22.0 △ 299,426 △ 61.2
4. 県 支 出 金 県 補 助 金 600 0.0 1,200 0.1 △ 600 △ 50.0
5. 繰 入 金 他 会 計 繰 入 金 626,415 41.0 687,761 31.0 △ 61,346 △ 8.9
6. 繰 越 金 繰 越 金 68,290 4.5 100,056 4.5 △ 31,766 △ 31.7
7. 諸 収 入 雑 入 11,506 0.7 142 0.0 11,364 8,002.8
8. 市 債 市 債 248,200 16.2 561,400 25.3 △ 313,200 △ 55.8

1,529,357 100.0 2,219,270 100.0 △ 689,913 △ 31.1

３．歳出の状況 （単位：千円、％）

構成比 構成比
1. 下 水 道 事 業 費 下 水 道 事 業 費 858,477 57.9 1,530,635 71.2 △ 672,158 △ 43.9
2. 公 債 費 公 債 費 625,294 42.1 620,345 28.8 4,949 0.8

1,483,771 100.0 2,150,980 100.0 △ 667,209 △ 31.0

増減率
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４．収支の状況                 （単位：千円） 

区   分 金   額 

1．歳 入 総 額 1,529,357 

2．歳 出 総 額 1,483,771 

3．歳 入 歳 出 差 引 額 45,586 

4．翌年度へ繰り越すべき財源 932 

5．実 質 収 支 額 44,654 

 

５．滞納額の状況 

（款）１．分担金及び負担金                        （単位：円、％） 

項  目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

受益者負担金 92,847,330 31,929,120 0 60,918,210 34.4 

  現年分 32,436,870 31,359,370 0 1,077,500 96.7 

  滞納繰越分 60,410,460  569,750 0 59,840,710 0.9 

（款）２．使用料及び手数料                        （単位：円、％） 

項  目 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

下水道使用料 375,622,411 352,419,190 2,525,479 20,677,742 93.8 

  現年分 352,058,740 342,274,150 0  9,784,590 97.2 

  滞納繰越分 23,563,671 10,145,040 2,525,479 10,893,152 43.1 



 

○総務事務に要する経費（01010102） 11,839,828 円（15,836,412 円） 決算書 P485 

〈地方債：3,700,000 円 その他：4,059,802 円 一財：4,080,026 円〉 

＊特定財源積算根拠  

・地方債：公営企業会計適用事業債               3,700,000 円 

・使用料：下水道使用料                           4,059,802 円 

（目的） 

    公共下水道事業において住民サービスを安定的に提供するため、経営の健全化及び事業基盤

の安定化を図り、平成 32年度からの地方公営企業法の適用に向け計画的に推進する。 

（内容） 

  ・地方公営企業法適用移行委託料           3,736,800 円（新規事業） 

  ・経営計画策定委託料                6,235,920 円（新規事業） 

（効果） 

  下水道事業経営戦略を策定し、事業基盤の安定化を図るとともに、地方公営企業法適用に向 

 け準備を進める。 

 

○公共下水道事業（岩井処理区）に要する経費（01010201）126,438,837 円（64,949,140 円）    

  決算書 P489 

〈国・県：53,705,000 円 地方債:60,900,000 円 その他：7,889,252 円 一財：3,944,585 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：防災・安全交付金                53,405,000 円   

・県補：下水道整備支援事業費補助金                 300,000 円 

・地方債：公共下水道事業債                       60,900,000 円 

・負担金：受益者負担金                            7,889,252 円 

（目的） 

市街化区域から排水される汚水を流下させるための管渠等を整備し、公共下水道を利用する

ことにより、市民の快適な生活環境を維持するとともに、公共用水域の水質保全を図る。また、 

 岩井浄化センターの水処理施設の長寿命化を図る。 

（内容） 

  ・水処理施設長寿命化工事委託料             97,100,000 円 

・管渠等工事費                                 25,565,317 円 

・路面復旧等工事費                    3,773,520 円 

（効果） 

岩井処理区の汚水管渠工事の実施により、処理区域の拡大が図られた。また、岩井浄化セン

ターの水処理施設の長寿命化を図った。 

 

○公共下水道事業（猿島処理区）に要する経費（01010202） 123,437,320 円（421,978,640 円） 

                                       決算書 P489 

〈国：58,509,000 円 地方債：57,400,000 円 その他：7,528,320 円〉    

＊特定財源積算根拠 

・国補：社会資本整備総合交付金（公共下水道事業）      58,509,000 円 

・地方債：公共下水道事業債                               57,400,000 円 

・負担金：受益者負担金                      7,528,320 円 

（目的）  

市街化区域から排水される汚水を流下させるための管渠等を整備し、公共下水道を利用する

ことにより、市民の快適な生活環境を維持するとともに、公共用水域の水質保全を図る。 

 



 

（内容）  

  ・管渠等工事費                       122,681,320 円 

  ・路面復旧等工事費                      756,000 円 

（効果） 

猿島処理区の汚水管渠工事の実施により、処理区域の拡大が図られた。    

    

○雨水幹線整備事業に要する経費（01010203） 83,041,200 円(493,168,120 円) 決算書 P489 

〈国：40,509,000 円 地方債:36,400,000 円 一財：6,132,200 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：防災・安全交付金                   40,509,000 円 

・地方債：公共下水道事業債                         36,400,000 円 

（目的） 

生活環境の向上と集中豪雨による市街化区域内の冠水被害対策として、雨水管渠を整備する

ことにより浸水を防止する。 

（内容） 

・管渠等工事費                        83,041,200 円 

（効果） 

坂東インター工業団地内の雨水管渠工事実施により、市街化区域内の浸水対策が図られた。 

 

○特定環境保全公共下水道事業(岩井処理区）に要する経費（01010301） 

104,544,000 円（67,986,320 円） 決算書 P489

〈国・県：36,432,500 円 地方債:64,800,000 円  その他：3,311,500 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：社会資本整備総合交付金（特定環境保全公共下水道事業） 36,232,500 円 

・県補：下水道整備支援事業費補助金                200,000 円 

・地方債：特定環境保全公共下水道事業債                     64,800,000 円 

・負担金：受益者負担金                      3,311,500 円 

（目的）  

市街化調整区域から排水される汚水を流下させるための管渠等を整備し、公共下水道を利用

することにより、市民の快適な生活環境を維持するとともに、公共用水域の水質保全を図る。 

（内容）  

  ・下水道管渠実施設計業務委託                32,400,000 円 

・測量業務委託                        486,000 円 

・管渠等工事費                        65,232,000 円 

・路面復旧等工事費                     6,426,000 円 

（効果） 

岩井処理区の汚水管渠等工事を実施し、処理区域の拡大が図られた。    

 

○特定環境保全公共下水道事業(猿島処理区)に要する経費（01010302） 

 41,724,720 円（86,996,732 円) 決算書 P489 

〈国・県：1,162,300 円 地方債:22,200,000 円 その他：3,280,000 円 一財：15,082,420 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：社会資本整備総合交付金（特定環境保全公共下水道事業）  1,062,300 円 

・県補：下水道整備支援事業費補助金                 100,000 円 

・地方債：特定環境保全公共下水道事業債                       22,200,000 円 

・負担金：受益者負担金                      3,280,000 円 



 

（目的）  

市街化調整区域から排水される汚水を流下させるための管渠等を整備し、公共下水道を利用

することにより、市民の快適な生活環境を維持するとともに、公共用水域の水質保全を図る。 

（内容）  

・下水道管渠実施設計委託料                      15,606,000 円  

・管渠等工事費                              19,746,720 円 

・路面復旧等工事費                               6,372,000 円 

（効果） 

猿島処理区の汚水管渠等工事の実施により、処理区域の拡大が図られた。 

    

○流域下水道事業負担金に要する経費（01010401） 65,739,000 円(77,858,000 円) 決算書 P489 

〈地方債:2,800,000 円 その他：53,650,719 円 一財：9,288,281 円〉  

＊特定財源積算根拠  

・地方債:流域下水道事業債           2,800,000 円 

・負担金：受益者負担金                  2,330,480 円 

・使用料：下水道使用料            51,320,239 円 

（目的） 

猿島処理区の汚水は流域下水道の処理場（さしまアクアステーション）に流下させており、

建設及び維持管理を適切に行うため、負担金を支払う。  

（内容）  

・利根左岸さしま流域下水道建設負担金      5,508,000 円 

・流域下水道維持管理負担金              60,231,000 円  

（効果） 

猿島処理区の処理場（さしまアクアステーション）の維持管理が適切に行われた。    

 

○管渠維持管理に要する経費（01010501） 19,066,752 円(18,594,252 円) 決算書 P491 

〈その他：19,066,752 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・使用料：下水道使用料          19,066,752 円 

（目的）  

市内から排水される汚水を流下させるための管渠の適切な維持管理を行う。  

（内容）  

・下水道管渠清掃委託料           2,570,400 円  

・下水道台帳システム保守管理委託料     205,200 円 

・下水道台帳作成業務委託料              4,959,360 円 

・管渠等漏水調査委託料          8,316,000 円 

（効果） 

下水道管渠に堆積する土砂等の除去及び管渠清掃を実施し、管渠の閉塞等の防止が図られた。  

 

○浄化センター運営に要する経費（01010601） 180,864,559 円(186,625,290 円) 決算書 P491 

〈その他：180,864,559 円〉    

＊特定財源積算根拠 

・使用料：下水道使用料           180,864,559 円 

（目的）  

岩井処理区から排水される汚水を、管渠・ポンプ場を経て流下させ、岩井浄化センターで処

理することにより市民の快適な生活環境を維持するとともに公共用水域の水質保全を図る。  



 

（内容）         

・光熱水費                              30,167,969 円 

・修繕料                                28,324,500 円 

・施設維持管理業務委託料                67,176,000 円  

・脱水汚泥等処理業務委託料              43,248,757 円 

・警備・電気保安業務委託料                 779,760 円 

・消防施設保守点検業務委託料               345,600 円 

・水質汚泥検査業務委託料                 4,343,760 円 

（効果） 

岩井浄化センターにおいて、平成 28 年度に年間 204.06 万㎥、１日平均 5,575 ㎥の汚水を標

準活性汚泥法で処理し、公共用水域の水質保全が図られた。 

 

○地方債償還に要する経費（02010101） 495,201,594 円（481,372,012 円） 決算書 P493 

〈その他：2,938,500 円 一財：492,263,094 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・負担金：受益者負担金            2,938,500 円 

（内容） 

地方債元金償還金 

平成 27 年度末現在高    6,929,323,827 円 

平成 28 年度中起債額    248,200,000 円 

平成 28 年度元金償還金   495,201,594 円  

うち財務省             155,250,476 円 

地方公共団体金融機構      152,775,964 円 

簡易生命保険管理機構        54,365,654 円 

常陽銀行              10,780,000 円 

岩井農業協同組合           67,543,786 円 

筑波銀行             2,385,714 円 

茨城むつみ農業協同組合      52,100,000 円 

平成 28 年度末現在高   6,682,322,233 円 

 

○地方債償還に要する経費（02010201） 130,092,104 円（138,973,596 円）  決算書 P493 

〈一財：130,092,104 円〉 

（内容） 

   平成 28 年度地方債利子償還金  130,092,104 円 

うち財務省                   56,440,954円 

地方公共団体金融機構         48,036,535円 

簡易生命保険管理機構          17,293,808円 

常陽銀行                 1,108,765円 

岩井農業協同組合                3,599,444円 

筑波銀行                 16,415円  

茨城むつみ農業協同組合        3,596,183円 

 

 

 

 

 



 

平成 28 年度末 公共下水道事業状況                (単位：人、％、ｈａ) 

区分 市 人 口 処理人口 普 及 率 処理区域面積 水洗化人口 水洗化率 

岩井処理区 小計 41,461 14,732 35.5 527.66 11,591 78.7 

猿島処理区 小計 14,053 5,147 36.6 250.09 2,717 52.8 

坂東市     合計 55,514 19,879 35.8 777.75 14,308 72.0 

公共下水道 小計  15,099  582.03 12,248 81.1 

特環下水道 小計  4,780  195.72 2,060 43.1 

 


